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はじめに

本稿の目的は、男女共同参画社会基本法の政策

形成過程を通して、日本の家族・ジェンダーの政

策内容の変化を検討することにある。

男女共同参画社会基本法(以下、 「基本法」と

する)は1999年6月23日に成立し、施行された。

この基本法は男女共同参画社会の形成の促進を目

的として、基本理念や園・地方公共団体・国民の

責務、基本事項を定めたものである。基本法にお

いて、男女共同参画社会は「男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、

もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かっ、共に責

任を担うべき社会」として定義された1。

本稿が基本法に着目する理由は、男女共同参画

社会の理念が日本のジェンダー秩序に変化を求め

たためである。日本はこれまで男性稼得者モデル

の強固な固として代表的な位置にあった。しかし、

基本法は日本の制度や社会慣行を男性稼得者モデ

ルから転換させ、女性の地位向上だけではなく男

性にも家族や地域への参画を求める法律であった。

こうした男性稼得者モデルからの転換の動きは、

日本の政策全体に関わる家族・ジェンダーの関係

を捉えなおそうとする動きを含んでいるため、男

女共同参画社会に着目する必要があると言える。

ただし、本稿は基本法の政策形成過程のみを検

討するものではない。それは基本法での男女共同

参画社会の定義や政策内容が1999年に唐突に登場

したものではないからである。具体的な条文の議

論は1997年に設置された設置法による男女共同参

画審議会で行われた。さらに遡れば、 1994年に設

置された政令による男女共同参画審議会の答申で

ある「男女共同参画ピジョン」が基本法の基本理

念を枠づけている。したがって本稿は、比較的長

期にわたる過程を扱うことになる。

こうした基本法に至るまでの過程を見ていくな

かで、なぜ基本法の成立が可能だったのかという

聞いが生まれてくるだろう。これに対する答えは

男女共同参i!i梓告の政策形成遜税

ひとつに限られるものではないが、本稿ではナシ

ョナル・マシーナリーの役割に焦点、を当てて政策

形成過程を見ていく 2。ナショナJレ・マシーナリー

は、圏内本部機構、女性行政推進機構と訳される

女性政策3を扱う行政組j織を指す。日本では1975年

に総理府に設置された婦人問題企画推進本部を中

心とする行政組織が初のナショナル・マシーナリ

ーであったとされる九

ナショナル・マシーナリーはその位置づけや機

能が基本法の成立やその後の女性政策の内容に重

要な役割を持つ。基本法に書かれた基本理念はジ

ェンダー秩序の変化を促すうえで重要であったが、

基本法が成立するまで男女共同参画社会の政策内

容はあまり注目きれてこなかった。政策内容が注

目きれない状態で、ナショナル・マシーナリーの

位置づけは高まっていくことになった。そして

2001年には、中央省庁再編で唯一昇格した組織と

なり、ナショナル・マシーナリーが女性政策を担

う組織であることが明確になった。こうして、位

置づけが高められたことによって男女共同参画社

会の政策内容が注目されるようになっていった。

男女共同参画社会は政府の基本的な戦略の一部と

なり、女性政策は小泉首相の構造改革や自民党中

心の政権によって実施されていった。本稿ではこ

うしたナショナル・マシーナリーの位置づけの変

化が基本法の政策形成過程やその後の女性政策に

影響力を持っていることを指摘する。

なお、理論的にも、ジェンダー派福祉国家研究

がこれまで挙げてきた成果を基盤として各国のジ

ェンダー秩序の変化を観察する場合に、各国の制

度や政策決定構造が女性政策に大きな意味を持っ

と言える。そのため、ナショナル・マシーナリー

の影響力を説明することでジェンダー秩序の変化

に制度や政策決定構造が役割を呆たしていること

を指摘したい。

本稿は以下の構成で議論を進めていく。第1章

では、ジェンダー派裾祉同家研究の議論を整理し、

本稿で示す変化の見取り図を提示したい。また、

ナショナル・マシ』ナリ』についてもその必要性

を説明する。第2章では、基本法の政策形成過程
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を75年から99年までの期聞を対象に述べていく。

この章では基本法に至るまでの政策内容の変化と

ナショナル・マシーナリーの動きを中心に整理し

ていく。第3章では、基本法成立後について検討

する。この時期には男性の家庭・地域への参画よ

りも女性の自立に主眼が置かれる政策が見られる

ようになっていく。第4章では、これまでの議論

をまとめ、基本法の政策形成過程を通した家族・

ジェンダーの政策内容の変化とナショナル・マシ

ーナリーの役割について述べる。

以上の構成から、日本の女性政策の変化を明ら

かにしていきたい。

第1章先行研究と分析視角

本章では先行研究としてジェンダー派福祉国家

研究を取り上げ、女性政策の方向を整理する。そ

の整理から、女性政策のダイナミクスを捉える枠

組みが不十分であることを指摘する。そして、そ

のダイナミクスを説明するためにナショナル・マ

シーナリーが必要であることを主張する。

1.ジzンダー派福祉国家研究

1990年に福祉レジーム論が登場して以降、家族

・ジェンダーが福祉国家研究の中で大きく取り上

げられるようになった。エスピン・アンデルセン

は福祉国家を保守主義レジーム、自由主義レジー

ム、社会民主主義レジームの3つに類型化した九

当初の福祉レジーム論では「脱商品化」と「階層

化」の2つの指標によって各レジームが類型化さ

れた。 I脱商品化」指標は「個人あるいは家族が

市場参加の有無にかかわらず社会的に認められた

一定水準の生活を維持することがどれだけできる

か、というその程度fを示しており、 「階層化」
指標は社会の階層化がどの程度進んでいるのかを

示している。これらの指標によって提示された福

祉レジーム論は、それまでの単線的な福祉国家発

展論と異なり、多様な形での福祉国家の形があり

うることを示した。

ジェンダー派福祉国家研究はこうした福祉国家
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研究に沿って登場する。エスピン・アンデルセン

の福祉レジーム論において、女性の就労構造など

への注意は払われているものの、家族の扱いは国

家や市場に比べて軽視されていた。 7ェミニスト

を中心としたジェンダー派構祉同家研究はそこを

批判したのであった九例えば、オコナーはエスピ

ン・アンデルセンらの権力資源動員論が国家と労

働市場の関係に注目しており、家族・ジェンダー

を無視した立場であることを批判し、権力資源動

員論にジェンダーの視点を取り入れるべきだと主

張した。また、脱商品化指標は依存者としての女

性を考慮した個人の自律によって補完されなけれ

ばならないとした九オロ7も、権力資源動員論は

ケアの提供などの家族の役割が無視され、国家と

市場の関係が中心になっていると批判し、賃労働

へのアクセス、権力への能力、自律した家庭を維

持形成する能力の3つの次元が新たに補完きれな

ければならないとする九

その後のジェンダー派福祉国家研究は、ジェン

ダーを組み込んだ類型論を作る動きとジェンダー

派構祉同家研究独自のアブローチを模索する動き

が見られるようになっていく。前者の動きとして、

シーロ7はオコナーやオロ7の議論と同様にエス

ピン・アンデルセンの議論がジェンダーの視点を

無視しているとしてジェンダーの視点から類型化

を試みたヘシーロ7は女性の有償労働のしやすき

を示す「女性労働願望度Jと国家による家族福祉

の支援の程度を示す「家族福祉志向」の2つの指

標から類型化を行い、 4つの福祉国家モデルにま

とめた。その中で、日本は「女性労働願望度」と

「家族福祉志向」の両者が低い「後発女性動員福

祉国家」とされた。この「後発女性動員福祉国家」

は家族主義が強い南欧や東アジアに多く見られる

モデルであった11。後者の動きとして、セインズベ

リは社会政策に着目し、 「稼得者モデル」と「個

人モデル」という 2つのモデルを析出することで

社会政策が女性をどのように取り込んでいるのか

を整理した九 「個人モデル」は社会政策の単位を

男性稼得者ではなく個人としているかが重要であ

るとする。 I稼得者モデル」は保守主義レジーム



や南欧、日本などの家族主義の強い国々でよく見

られるモデルである。ただし、自由主義レジーム

や社会民主主義レジームが単純に「個人モデル」

ではないとし、 「個人モデル」を実現している国

はないとする九

セインズベリのモデルは社会政策をジェンダー

の視点から評価するために重要なモデルであると

言える。ただし、 「稼得者モデルJから「個人モ

デル」への移行を説明する場合、セインズペリの

モデルでは「個人モデル」の多様な姿を十分に描

ききれていないため、男性稼得者モデルから完全

に移行できないことを説明できたとしても、多様

な形態での男女の性別役割分担のあり方を説明す

ることが難しいと指摘できる11
こうしたなかで多様な形で「個人モデル」の具

体的な方向性を示した7レーザーの議論は興味深

い160 7レーザーは「個人モデルJの具体的な方向

性として「普遍的稼得者モデル」、 「ケア労働同等

評価モデル」、 「普遍的ケア提供者モデル」を挙げ

た。 7レーザーは「脱工業化福祉国家の7ェミニ

スト的ピジョン」として「普遍的稼得者モデル」

と「ケア労働同等評価モデル」を提示する。 r普
遍的稼得者モデル」は女性を男性稼得者に近づけ

ることで自立させようとする考え方である。この

場合、無償労働からの解放を求めると同時に国家

や市場が新たな担い手として無償労働の一部を引

き受けることも求めることになる。 rケア労働同
等評価モデル」は、無償労働からの解放ではなく、

有償労働と同様の価値を無償労働に認めて無償労

働の担い手である女性を男性稼得者と同等に評価

しようとする考え方である。しかし、これらのモ

デルはそれぞれに問題を抱えていると 7レーザー

は指摘する。フレーザーは「普遍的稼得者モデル」

を採用しでも平等な余暇時聞を事受できず、男性

の生活パターンを人間の規範とするために男性中

心主義的な原理を持っとする。また、 「ケア労働

同等評価モデル」は平等な収入を得ることができ

ないうえ、無償労働に女性を留めておく周辺化の

原理を持っと指摘する。そこでフレーザ』はこれ

ら2つの不利な部分を越えるモデルとして「普遍

男女共同参i!i梓告の政策形成遜税

的ケア提供者モデル」を掲げる。これは男性に女

性の労働をさせるモデルであり、男性も無償労働

を担うことで多くの無償労働を担っている女性と

同じ立場にすることを求める。後にセインズベリ

も7レーザーの議論を導入し、相祉国家がジェン

ダーを取り入れた後の戦略としてこうしたモデル

を提示している160

本稿では7レーザーの議論から基本法とその後

の女性政策を整理する。その場合、男性稼得者モ

デルを前提として、女性を労働市場へと参入させ

ることを積極的に推進する政策を持つ場合に「普

遍的稼得者モデル」とする。ただし、男性中心主

義的な原理を持つことを考えた場合に、ジェンダ

ーの視点を欠いて労働市場の平等化を進めるため、

それは低い脱商品化と高い階層化を伴うエスピン

.アンデルセンの言う自由主義レジームとの親和

性を持っと考えられる。これをシーロ7の説明に

当てはめると、 「女性労働願望度」のみが突出す

ることになる。また、 「ケア労働同等評価モデル」

は無償労働を有償労働と同等に評価する政策を実

施している場合に用いることとする。無償労働と

有償労働を同等に評価する政策としては、例えば

育児休業給付などが考えられるが、周辺化の原理

からは無償労働を維持できることが重要であると

考えられ、労働市場への参画を促すような育児休

業給付はこのモデルには該当しないとする。最後

に、男性に女性の無償労働と有償労働を担わせる

「普遍的ケア提供者モデル」は、労働時間の短縮

によって男性の家庭や地域への参画を促すととも

に無償労働と有償労働のつながりを持たせる政策

を持つ場合とする。ワーク・ライフ・パランスの

実現と読み替えてもいいが、その場合にも無償労

働と有償労働が自由に行き来できるベーシックイ

ンカムなどの政策によってある性別がどちらかの

労働に固定化することを避けなければならないだ

ろう o

きて、モデルを提示することで議論を整理して

きたが、これだけでは男性稼得者モデルからの転

換のダイナミクスを捉えることができない。実際、

各閏で男性稼得者モデルからの脱却が模索される

11骨
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なかで、 「個人モデル」への移行は、いつ、どの

ように、どの程度、国家が男性稼得者モデルから

移行したのかに関心が注がれる170 こうした関心を

もとにした研究がジェンダー派福祉国家研究のな

かでいくつか現れてきているが、大きな比重を占

めるまでは至っておらず、特に、政治過程を通し

て女性政策がどのように形成されるのかを描くこ

とはあまり注目されていない180 r主流恥の福祉
国家研究において、権力資源動員論はコーポラテ

イズムキ階級交差、制度配置などを導入して政治

過程を取り入れ、労働組合や社会民主主義政党に

よる福祉国家形成の政治過程を描き出すことに成

功した190 しかし、ジェンダー派福祉国家研究にお

いては政治過程と結びつける議論が十分に取り入

れられているとは言えない。そこで本稿では、こ

れまでの議論と政治過程分析とを結びつけるもの

としてナショナル・マシーナリーを取り上げ、ナ

ショナル・マシーナリーが女性政策に与えた影響

を説明していきたい。

2.ナショナル・マシーナリー

男性稼得者モデルからの転換のダイナミクスを

捉えるためには具体的な転換を提示した政策や計

画がどのようにして釘ち出されてきたのかを観察

する必要がある。そのためには政策形成過程にお

いてどのような状況・制度のもとで政策キアイデ

イアが提示されてきているのかを見ていくことが

重要になってくる。

基本法の政策形成過程においてナショナル・マ

シーナリーが重要な役割を担った。はじめにも述

べたように、ナショナル・マシーナリーは女性政

策を推進する行政組織を指す。しかし、日本では

主に総理府と内閣府に設置された女性行政組織の

ことを指し、他省庁の女性行政組織はナショナル

・マシーナリーと言わない。それは、他省庁の女

性行政組織が連絡調整機能や総合調整機能を持た

ないからである。また、他省庁の女性政策の展開

では女性団体などの女性政策に関心のある個人や

団体が中心となって政策が形成されるのではなく、

労使などの対立の中で「女性」の問題が中心的な
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問題とはならずに政策が形成されるへしたがっ

て、ナショナル・マシーナリーは女性政策を推進

するために総理府と内閣府に特徴的な行政組織で

あったと言える。

日本のナショナJレ・マシーナリーは1975年に婦

人問題企画推進本部や婦人問題企画推進会議、婦

人問題担当室などの設置から始まり、徐々に発展

してきた(表1-1.)。婦人問題企画推進本部は女性

政策の行動計画の決定組織として位置づけられ、

構成員は首相を本部長、内閣官房長官を副本部長

とし、委員を各省の事務次官とした。婦人問題企

画推進本部がナショナル・マシーナリーのなかで

唯一政治家の関与する場であったが、その人数は

首相と内閣官房長官の2人であった。

婦人問題企画推進会議は女性問題に関心のある

有識者が集められ、行動計画に対する意見を提出

する会議であった。推進会議の構成員は労働組合

や女性団体の代表、ジャーナリスト、学者が多く

を占めており、女性が多かったへそして、ここで

の意見をもとに行動計画を作成する事務局が婦人

問題担当室であった。婦人問題担当室は推進会議

の意見を推進本部で決定できるような行動計画の

具体的な内容を作成した。推進会議の委員や女性

団体にとっては婦人問題担当室が女性政策の向上

を訴えるための窓口であり、婦人問題担当室は要

望を受け取ることで推進会議の委員や女性団体を

政策形成に取り込んでいった。

ナショナル・マシーナリーの構造は、内閣府に

男女共同参画会議が設置されるまで、大きな変化

のないままであった。 1975年にナショナル・マシ

ーナリーが設置されて以降、婦人問題担当室は推

進会議の人還を独占的に行うことができた。こう

した人選による婦人問題企画推進会議は婦人問題

担当室と協調し、時には議論を導引して行動計画

の方針を決定する機能を有していた。最終的な決

定を行う婦人問題企画推進本部では具体的な修正

がされることなく行動計画が決定されるため、実

質的な審議機関は婦人問題企画推進会議であった

と言える。こうした行動計画の決定方式がナショ

ナル・マシーナリーの構造であり、大きな役割を






























































